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はじめに

この宇検村地球温暖化防止活動実行〔事務事業編〕改訂版（以下「本計画」
という。）は，宇検村（以下「本村」という。）役場関連施設における事務
事業に関し，温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全および強化
のための設置に関する計画を記載したものです。



１ 温室効果ガス排出量の算定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１）二酸化炭素（CO2）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（２）メタン（CH4）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）一酸化二窒素(N2O) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（４）ハイドロフルオロカーボン類（HFC） ・・・・・・・・・・・

（５）パーフルオロカーボン類（PFC） ・・・・・・・・・・・・・
（６）六ふつ化硫黄（SF6） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２ 温室効果ガスの排出状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１）宇検村役場関連施設からの排出 ・・・・・・・・・・・・・・

（２）宇検村役場関連施設からの排出状況の評価 ・・・・・・・・・

目 次

第１章 計画の意義と位置付け

１ 計画策定の背景と意義 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１）地球温暖化の科学的知見 ・・・・・・・・・・・・・・・・・

（２）社会の動き ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）策定の背景 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（４）策定の意義と留意点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２ 計画の位置付け ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
３ 計画の対象 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１）対象範囲 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（２）対象機関および施設 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）対象とする温室効果ガス ・・・・・・・・・・・・・・・・・

４ 計画期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

５ 基準年度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

６ 基準係数等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

第３章 基準年度および温室効果ガスの排出量削減目標

１ 基準年度および基準排出量 ・・・・・・・・・・・・・・・・・

２ 将来水準と温室効果ガスの排出量削減目標 ・・・・・・・・・・

（１）将来水準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（２）目標年度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）削減目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（４）削減目標の設定の考え方 ・・・・・・・・・・・・・・

第 2 章 事務事業による温室効果ガス排出量の算定

１６

１６

１６

１７

１８

１８
１８

１９

１９

２０

２２

２２

２２

２２

２２

２３

１

２

３

５

６

７
８

８

９

１１

１３

１３

１３



第4章 取組項目および取組目標

取組分野１ ：環境に配慮した製品を利用します・・・・・・・・・・・

（１）低公害車・低燃費車の導入 ・・・・・・・・・・・・・・・

（２）再生紙の使用推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）グリーン購入の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（４）環境に配慮したイベント開催の推進 ・・・・・・・・・・・

取組分野２：省資源・省エネルギーを推進します ・・・・・・・・・・

（１）上水使用量の削減 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（２）電気使用量の削減 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）用紙類使用量の削減 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（４）燃料使用量の削減 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

取組分野３：環境汚染を防止し緑化等を推進します ・・・・・・・・・

（１）緑のカーテンの設置や緑化等の推進 ・・・・・・・・・・・

（２）汚染物質等の排出抑制等 ・・・・・・・・・・・・・・・・
（３）廃棄物の減量化・リサイクルの推進 ・・・・・・・・・・・

取組分野４：建築・改修，機器更新等における環境配慮を進めます ・・

（１）省資源に配慮した建築・改修の推進 ・・・・・・・・・・・

（２）省エネルギーに配慮した建築・改修の推進 ・・・・・・・・

（３）適切な機器の運用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（４）再生可能エネルギーの導入推進 ・・・・・・・・・・・・・

取組分野５ ：職員等の環境保全意の識向上のための取組や総合的な

省エネルギーにつながる取組を進めます ・・・・・・・・

（１）環境保全意識の向上 ・・・・・・・・・・・・・・・・・

（２）職員の自主的取組の推進・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）関係者との連携の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・
（４）総合的な省エネルギーにつながる取組の推進・・・・・・・

施設・設備の運用および整備・更新における省エネルギー機器等の

導入等に関する環境配慮指針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

第5章 計画の推進

１ 計画の推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１）地球温暖化防止実行計画推進委員会・・・・・・・・・・・

（２）地球温暖化防止実行計画推進委員会委員長 ・・・・・・・

（３）温暖化防止活動推進責任者・・・・・・・・・・・・・・・

（４）温暖化防止活動推進員・・・・・・・・・・・・・・・・・

（５）温暖化防止活動推進員会・・・・・・・・・・・・・・・・
（６）実行計画推進事務局・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２ 実施状況の点検・公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３ 計画の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２７

２７

２８

２９
３０

３１

３１

３２

３４
３５

３６

３６

３７
３８

３９

３９

４０

４１
４２

４３

４３

４４

４５
４６

４７

５０

５０

５０

５０

５１

５１
５２

５３

５３



第１章 計画の意義と位置付け
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第1章 計画の意義と位置付け

1 計画策定の背景と意義

（1） 地球温暖化の科学的知見

地球温暖化とは，地球表面の大気や海洋の平均温度が長期的に上昇する現象であり，その主

因は人為的な温室効果ガスの排出量の増加であるとされています。 地球温暖化は，地球全体の

気候に大きな変動をもたらすものであり，我が国においても平均気温の上昇，農作物や生態系

への影響，暴風，台風等による被害も観測されています。

世界の政策決定者に対し正確でバランスの取れた科学的知見を提供する 「気候変動に関する

政府間パネル（IPCC）」は，2013年（平成25年）に最新の知見をとりまとめた第5次評価報

告書（AR5）を公表しました。この中では観測事実として，気候システムによる温暖化につい

ては疑う余地がないこと，人間による影響が20世紀半ば以降に観測された地球温暖化の支配的

な要因であった可能性が極めて高いことなどが示されました。 また，1950年代以降，観測さ

れた変化の多くが，数十年から数千年間にわたり前例のないものであることが示されました。

あわせて，工業化以前と比べて温暖化を２℃未満に抑制する可能性が高い緩和経路は複数ある

ことが示されました。

2018（平成30）年10月には，「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」が「1.5℃特

別報告書」を公表し、気候変動は，すでに世界中の人々，生態系及び生計に影響を与えている

こと，及び将来の世界における平均気温上昇を1.5℃に抑えるためには，2050年頃までには世

界の二酸化炭素排出量が正味ゼロにする必要があることが示されました。

出典 ： IPCC第5次評価報告書
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出典 ： IPCC第６次評価報告書

世界平均気温の変化
（1850～2020年・観測）

気候変動による将来の主要なリスク

全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より



地球温暖化防止に関する対策として，国際的

には1992年に国連気候変動枠組条約が採択され，

同年の国連環境開発会議（地球サミット）では，

世界中の多くの国が署名を行い，1994年には

条約が発効しました。

また，これを受けて第１回目の締約国会議（C

OP1）が1995年にドイツのベルリンで行われ，

「温室効果ガスの排出および吸収に関し，特定

された期限の中で排出抑制や削減のための数量化

された拘束力のある目標」を定めることが決められました。1997年に地球温暖化防止京都会

議（COP3）が開催され，京都議定書が採択されました。この中で我が国については，温室効

果ガスの総排出量を「2008年から2012年」の第一約束期間に，1990年を基準年とし，そ

れから6％削減するとの目標が定められました。

これらの国際的動きを受けて，我が国では「地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 

年法律第117号，以下「温対法」という。）」が平成10年10月に公布され，平成11年4月

に施行されています。この法律は，地球温暖化対策への取組として，国，地方公共団体，事業

者および国民それぞれの責務を明らかにするとともに，国，地方公共団体の実行計画の策定，

事業者による算定報告公表制度など，各主体の取組を促進するための法的枠組みを定めていま

す。

近年の動きとして，我が国は2020年以降の国際枠組みの構築に向けた対応と貢献案を記載

した「約束草案」を2015年（平成27年）7月17日決定し，同日付で国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）事務局へ提出しました。ここで，温室効果ガス排出量を2030年度に2013年

度比26.0%減（2005年度比25.4%減）の水準（約10億4,200万t-CO2）とする内容が固

められました。

また，同年12月にフランス・パリで開催された気候変動枠組条約第21回締約国会議

（COP21）では，全ての国が参加する公平で実効的な2020年以降の法的枠組として「パリ

協定」が採択されました。パリ協定には，主要排出国を含む全ての国が貢献する内容を５年ご

とに提出・更新することや，世界共通の長期目標として２℃目標の設定，1.5℃に抑える努力

を追求すること等が盛り込まれています。パリ協定は2016年（平成28年）11月4日に発効

し，我が国は11月8日に批准しました。

2015年（平成27年）のパリ協定の採択を受け，政府は同年12月22日に開催した地球温

暖化対策推進本部において「パリ協定を踏まえた地球温暖化対策の取組方針について」を決

定し，「地球温暖化対策計画」を策定することとなりました。

「地球温暖化対策計画」は，地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため，温対

法第8条に基づいて策定する，我が国の地球温暖化に関する総合計画として，温室効果ガスの

排出抑制および吸収量の目標，事業者・国民等が講ずべき措置に関する基本的事項，目標達成

のために国 ・ 地方公共団体が講ずべき施策等について記載されており，2016（平成28）年

5月13日付けで閣議決定されました。

宇検村地球温暖化防止活動実行計画【事務事業編】

（2）社会の動き

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章
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第1章 計画の意義と位置付け

日本が国連に提出した「約束草案」に基づき， 国の地球温暖化対策計画では，国内の排出

削減・ 吸収量の確保により， 2030年度におけるエネルギー起源の二酸化炭素排出量を，

2013年度比26.0％減（2005年度比25.4％減）の水準にすることが示されました。

さらに，2021（令和3）年10月には，「地球温暖化対策計画」が5年ぶりに改定され，中

期目標として，国内の温室効果ガス排出量を2030年度に2013年度比で46.0％減とすること

が掲げられました。また，地方公共団体の事務・事業に伴う排出の多くが該当する「業務その

他部門」のエネルギー起源二酸化炭素排出量を2030年度までに2013年度比で約51％削減す

る必要があるとされており，地方公共団体が自らの率先的な取組を行うことにより，区域の事

業者・住民の模範となることを目指すべきであるとされています。

4 

地球温暖化対策は，国，県，本村がそれぞれの行政事務の役割，責務を踏まえ，密接に連携

しながら取組を進めていくことが必要です。低炭素社会の実現に向けて，行政機関が果たすべ

き役割はますます高まってきています。

各国の温室効果ガス削減目標

出店：全国地球温暖化防止活動推進センター

ウェブサイト（http://www.jccca.org/）より



宇検村地球温暖化防止活動実行計画【事務事業編】

（3）策定の背景

温対法第21条第1項に，都道府県および市町村は，当該都道府県および市町村の事務および

事業に関し，温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全および強化のための措置に

関する計画（以下，「実行計画」という。）を策定するものとされています。また，同条第8

項，第9項に，実行計画を策定し又は変更したときは，遅滞なくこれを公表すること，同条第

10項に，実行計画に基づく措置の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む）を公表しなけ

ればならないとされています。

第
一
章

第
二
章

地球温暖化対策の推進に関する法律

第二十一条
都道府県及び市町村は，単独で又は共同して，地球温暖化対策計画に即して，当該都道府

県及び市町村の事務及び事業に関し，温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及

び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するもの

とする。

２～７ （省略）

８ 都道府県及び市町村は，地方公共団体実行計画を策定したときは，遅滞なく，単独で又

は共同して，これを公表しなければならない。

９ 第五項から前項までの規定は，地方公共団体実行計画の変更について準用する。

10都道府県及び市町村は，単独で又は共同して，毎年一回，地方公共団体実行計画に基づく

措置及び施策の実施の状況 （温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければならない。

11～12（省略）

第
三
章

第
四
章

第
五
章

５



第1章 計画の意義と位置付け

（4）策定の意義と留意点

本村は自らの事務事業に関して，率先して地球温暖化対策を実施するものとします。これまで

の対策の実施状況や社会情勢等を踏まえて，更なる取組の推進を図るため本計画を策定します。

なお，本村で実行計画を策定することで生まれる対外的な効果として，以下の５点があげられ

ます。なお，本計画の推進にあたっては，住民サービスや執務環境に支障が生じないように十分

に配慮します。

①地域における温室効果ガスの実質的な削減
本村の事務事業は，本村内において，温室効果ガス排出量が比較的大きい経済主体であり，自

らの事務事業により排出される温室効果ガスの排出量を抑制することは，地域全体における温室

効果ガス排出量の実質的な削減に寄与するものです。

②取組により地域の模範となる
本村が率先的な取組を行うことにより地域の模範となり，本計画を参考として，事業者，住民

の自主的・積極的な取組が進んでいくことが期待されます。

③グリーン調達の推進による経済の活性化
本計画に，環境配慮型商品の調達といった温室効果ガス排出抑制のための措置に関する目標を

盛り込み，具体的な目標を掲げて環境への負荷の少ない製品やサービスを計画的に導入すること

で，地域経済の活性化に貢献するものとなります。

④省エネ・省資源化による水光熱費等の事務経費の削減
紙，電気，水の使用量，廃棄物の発生量などを抑制することは，事務経費の削減にもつながり

ます。本計画を策定し，実施することにより，地球温暖化防止上の効果と経済効果を同時に達成

することができます。浮いた経費は新たな独自予算を確保したともいえるものです。

⑤温室効果ガス排出抑制対策に関する経験・知見の蓄積
地域の事業者や住民に身近な行政機関として，本村には地球温暖化対策に関する情報提供等の

支援を行う機関としての役割があります。自らの取組を通じて，地球温暖化対策について経験や

知見を蓄積し，事業者や住民に対する情報提供や助言をより効果的に行うことができるようにな

ります。

６
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2 計画の位置付け

本計画は，温対法 第21条第1項に基づき，宇検村が自らの事務および事業に関し，率先し

て地球温暖化対策を実施するための計画（地方公共団体実行計画（事務事業編））として位置

付けます。

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章

他の計画との関係

７

地球温暖化対策の推進に関する法律

国 地球温暖化対策計画

宇検村公共施設等
総合管理計画

（令和4年3月）

奄美大島人口ビジョン
（令和2年3月）

第６次宇検村

総合振興計画

（令和５年3月）
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実
行
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事
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率
先
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行
計
画

事
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3 計画の対象

（1） 対象範囲

本計画が対象とする範囲は，本村関連施設において実施する事務事業および職員が行う活動

を対象とします。

（2）対象機関および施設

対象機関は，本村の村長部局，議会，教育委員会およびそれらの出先等全ての機関とし，対

象施設は全ての機関が管理している施設，本村所有で指定管理者に委託している施設や公衆ト

イレ，街路灯，ポンプなどの無人施設を含みます。

ただし，廃棄物の収集運搬など外部への委託等により実施するものは除外します。村営住

宅・教員住宅など管理主体が別にあるものについては，共用部分など村が直接管理する部分を

除き対象外とします。しかし，これらのものについても，温室効果ガスの排出削減等の取り組

みについて，受託者や利用者等に対して必要な措置を講じるよう要請することとします。

モニタリングの対象とする宇検村関連の１０１機関および施設（以下「役場等施設」とい

う。）を次表に示します。

８
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宇検村役場関連施設・部署

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章

９

番号 所 属 施 設 名

38 産業振興課 選果場

39 産業振興課 湯湾汚水処理場

40 産業振興課 芦検汚水処理場

41 産業振興課 石良ポンプ

42 産業振興課 田検汚水処理場

43 産業振興課 平田汚水処理場

44 産業振興課 湯湾発電機室

45 産業振興課 湯湾汚水ポンプ

46 産業振興課 宇検汚水ポンプ

47 産業振興課 地籍車 （奄美480あ2112）

48 産業振興課 農政車 （奄美580あ4109）

49 産業振興課 リフトダンプ（奄美480あ103）

50 企画観光課 赤土山トイレ

51 企画観光課 峰田山公園

52 企画観光課 船越海岸シャワー

53 企画観光課 湯湾岳公園施設

54 企画観光課 ケンムンの館

55 企画観光課 タエン浜海水浴場

56 企画観光課 屋鈍海岸シャワー

57 企画観光課 ゆわんバス待合所

58 企画観光課 ゆどぅんじゃ前倉トイレ

59 企画観光課 ハイゼット（奄美480あ102）

60 企画観光課 協力隊ｴﾌﾞﾘｨ（奄美480あ4894）

61 企画観光課 協力隊ｽﾍﾟｰｼｱ（奄美580い6913）

62 企画観光課 協力隊ｽﾍﾟｰｼｱ（奄美580う6184）

63 企画観光課 協力隊バモス（奄美580あ2346）

64 企画観光課 観光車（奄美580い5100）

65 消防分団 司令車 （奄美800さ41）

66 消防分団 タンク車 （奄美810ね119）

67 消防分団 阿室分団 （奄美800さ43）

68 消防分団 芦検分団 （奄美800さ46）

69 消防分団 宇検分団 （奄美800さ48）

70 消防分団 生勝分団 （奄美800さ47）

71 消防分団 湯湾救助車 （奄美827さ1004）

72 消防分団 湯湾分団ﾎﾟﾝﾌﾟ車（奄美800さ50）

73 消防分団 平田分団 （奄美800さ882）

74 消防分団 名柄分団 （奄美800さ45）

75 消防分団 役場自衛消防 （奄美880あ140）

76 消防分団 消防広報車（奄美580え3364）

番号 所 属 施 設 名

1 教育委員会 総合体育館

2 教育委員会 名柄小中学校

3 教育委員会 田検小学校

4 教育委員会 田検中学校

5 教育委員会 元気の出る館

6 教育委員会 久志小中学校

7 教育委員会 田検給食共同調理場

8 教育委員会 田検武道館

9 教育委員会 野球場

10 教育委員会 プール

11 教育委員会 テニスコート

12 教育委員会 休憩所 （ログハウス）

13 教育委員会 運動公園周辺外灯

14 教育委員会 阿室小中学校

15 教育委員会 ワゴン車 （奄美300さ43）

16 教育委員会 給食配送車 （奄美880あ187）

17 教育委員会 牛乳配送車 （奄美880あ12）

18 教育委員会 公用車 （奄美580あ107）

19 教育委員会 軽トラック （奄美480い5901）

20 建設課 簡易水道配水池

21 建設課 簡易水道配水池(田検) 

22 建設課 第２浄水場

23 建設課 簡易水道配水池（名柄）

24 建設課 生勝簡易水道

25 建設課 街灯

26 建設課 簡易水道配水池(湯湾) 

27 建設課 港湾漁港街灯

28 建設課 佐念配水池

29 建設課 阿室配水池

30 建設課 屋鈍浄水場

31 建設課 屋鈍配水池

32 建設課 屋鈍部落水銀灯

33 建設課 名柄集落水銀灯

34 建設課 黄パト車 （鹿児島827さ1069）

35 建設課 水道車ｼﾞﾑﾆｰ（奄美500さ1812）

36 建設課 水道車（奄美480あ9828）

37 建設課 ヴェゼル（奄美300さ1733）
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番号 所 属 施 設 名

77 総務課 役場庁舎

78 総務課 備蓄倉庫

79 総務課 防災無線

80 総務課 芦検漁港街灯

81 総務課 ヒンチヨウ街灯

82 総務課 田検街灯

83 総務課 エフエムうけん

84 総務課 須古集落水銀灯

85 総務課 宇検村役場街灯

86 総務課 川田団地遊歩道

87 総務課 平田漁港水銀灯

88 総務課 マイクロバス（奄美200さ9）

89 住民税務課 徴収車（奄美580あ1025）

90 住民税務課 深ダンプ（奄美480あ9436）

91 住民税務課 深ダンプ（奄美480い785）

番号 所 属 施 設 名

92 保健福祉課 やけうちの里

93 保健福祉課 田検保育所

94 保健福祉課 宇検診療所

95 保健福祉課 阿室へき地保育所

96 保健福祉課 ワゴン車（奄美300さ41）

97 保健福祉課 公用車（奄美580い132）

98 保健福祉課 公用車（奄美580い2608）

99 保健福祉課 公用車（奄美580う1579）

100保健福祉課 地域包括車（奄美580あ6207）

101保健福祉課 協力隊ｴﾌﾞﾘｨ（奄美580う5807）
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（3）対象とする温室効果ガス

本計画で対象とする温室効果ガスは，温対法第2条第3項で定められた以下の7種類の物質の

うち，三ふっ化窒素を除いた6種類とします。

第
一
章

対象ガス

・二酸化炭素（CO2）

・メタン（CH4）

・一酸化二窒素（N2O）
・ハイドロフルオロカーボン（HFC）のうち政令で定めるもの

・ パーフルオロカーボン（PFC）のうち政令で定めるもの

・六ふっ化硫黄（SF6）

第
二
章

対象外ガス

・三ふっ化窒素（NF3）

第
三
章

温室効果ガスの種類 （法第2条第3項）

第
四
章

第
五
章

※実行計画で対象とする温室効果ガスのうち，H FCおよびPFCは物質群であり，法の対象となる具体的な物質名は施行令第 1 条（H FC

13物質）および第2条（PFC7物質）に掲げられているものです。

11 

ガス種類 人為的な発生源

二酸化炭素

（CO2）

エネルギー起源

電機の使用や暖房用灯油，自動車用ガソリン等の使用により排出され

る。排気量が多いため，京都議定書により対象とされる６種類の温室

効果ガスの中では温室効果への寄与が最も大きい。

非エネルギー起源 廃プラスチック類の焼却等により排出される。

メタン（CH4）
自動車の走行や，燃料の燃焼，一般廃棄物の焼却，廃棄物の埋立等により排出される。

二酸化炭素と比べると重量あたり 25倍の温室効果がある。

一酸化炭（N2O）
自動車の走行や燃料の燃焼，一般廃棄物の焼却等により排出される。

二酸化炭素と比べると重量あたり 298倍の温室効果がある。

ハイドロフルオロ カーエアコンの使用・廃棄時等に排出される。

カーボン（HFC） 二酸化炭素と比べると重量あたり 12～ 14,800倍の温室効果がある。

ボン（PFC）

半導体の製造，溶剤等に使用され，製品の製造・使用・廃棄時等に排出される。（地方公共

団体では， ほとんど該当しない）

二酸化炭素と比べると重量あたり 7,390～17,340倍の温室効果がある。

六ふっ化硫黄
（SF6）

電気設備の電気絶縁ガス，半導体の製造等に使用され，製品の製造・使用・廃棄時等に排出

される。（地方公共団体では，ほとんど該当しない）

二酸化炭素と比べると重量あたり 22,800倍の温室効果がある。

三ふっ化窒素
（NF3）

半導体製造でのドライエッチングやCVD装置のクリーニングにおいて用いられている。（地

方公共団体では，ほとんど該当しない）

二酸化炭素と比べると重量あたり 17,200 倍の温室効果がある。
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参考：算定対象活動と排出される温室効果ガスの種類

（○） ：二酸化炭素排出量は「燃料の使用」項目として算定対象。

12 

算定対象活動 CO2 CH4 N2O HFC PFC 

燃料の使用（ガソリン， 灯油， 重油， 都市ガス等） ○

他人から供給された電気の使用 ○

他人から供給された熱の使用 ○

一般廃棄物の焼却 ○ ○ ○

産業廃棄物の焼却 ○ ○ ○

ボイラー・家庭用機器での燃料の使用 （○） ○ ○

ディーゼル機関における燃料の使用

（自動車，鉄道車両または船舶用を除く） （○） ○

ガス機関・ガソリン機関における燃料の使用

（航空機， 自動車または船舶用を除く） （○） ○ ○

自動車の走行 （○） ○ ○

船舶における燃料の使用（軽油， 重油） （○） ○ ○

家畜の飼養（消化管内発酵） ○

家畜の飼養（ふん尿処理） ○ ○

水田の耕作 ○

牛の放牧 ○ ○

農業廃棄物の焼却 ○ ○

埋立処分した廃棄物の分解 ○

下水・ し尿・雑排水処理 ○ ○

耕地（畑・水田）への化学肥料の使用 ○

耕地（農作物）への肥料（化学肥料以外）の使用 ○

麻酔剤（笑気ガス）の使用 ○

自動車用エアコンディショナーの使用，廃棄 ○

噴霧器・消火器の使用， 廃棄 ○

PFC含有製品の廃棄 ○
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4 計画期間

2023年度から2027年度までの5年間とします。
第
一
章

5 基準年度

国の地球温暖化対策計画の基準年度との整合性を考慮して，2013年度（平成25年度）を基

準年度とします。

第
二
章

6 基準係数等

本計画で対象とする温室効果ガスの地球温暖化係数および，化石燃料の使用・電力の使用によ

る温室効果ガスの排出係数（以下「係数等」という。）については，温対法施行令および「温室

効果ガス総排出量算定方法ガイドライン（Ver1 .0）（平成29年3月環境省総合環境政策局環境

計画課）」（以下「ガイドライン」という。）により定められており，本計画ではこれらの数値

を用います。

これらの数値は適宜変更されますが，今後係数等が変更された場合は，本計画において各年度

の温室効果ガス排出量の評価においては，最新の係数等を用いて算定する「実排出量」と，基準

年の排出量に対する排出削減努力の結果を明確にするために，下表に示した2013年度（平成

25年度）時点の係数等（以下「基準係数等」という。）を用いて算定する「比較排出量」をあ

わせて算定することとします。なお，基準係数等を用いて算定した，基準年度である2013 年度

（平成25年度）の排出量を「基準排出量」とします。

第
三
章

第
四
章

第
五
章

基準係数等

比較排出量算定のための基準となるエネルギー起源二酸化炭素（CO2)の排出係数

上記の対象以外で用いる排出係数については， ガイドライン（平成29年3月版）に掲載のものを用います。

13

対象 CO2排出係数 備 考

ガソリン 2.32kg-CO2/L ガイドライン（平成29年3月版） 掲載値

灯 油 2.49kg-CO2/L 同上

軽 油 2.58kg-CO2/L 同上

A重 油 2.71 kg-CO2/L 同上

B・C重油 3.00 kg-CO2/L 同上

LPガス 3.00 kg-CO2/kg 同上

電 力 0.613kg-CO2/kWh 九州電力 2013年（平成25年） 実排出量



第1章 計画の意義と位置付け

比較排出量算定のための地球温暖化係数

14 

温室効果ガス 地球温暖化係数 備 考

二酸化炭素（CO2）

平成30年2月現在，

1 温対法施行令第4条に

定める数値， 以下同じ

メタン（CH4） 25 

一酸化二窒素（N2O） 298 

トリフルオロメタン（HFC-23） 14,800 

ジフルオロメタン（HFC-32） 675 

フルオロメタン（HFC-41） 92 

1,1,1,2,2-ペンタフルオロエタン（HFC-125） 3,500 

1,1,2,2-テトラフルオロエタン（HFC-134） 1,100 

1,1,1,2-テトラフルオロエタン（HFC-134a） 1,430 

1,1,2-トリフルオロエタン（HFC-143） 353 

1,1,1-トリフルオロエタン（HFC-143a） 4,470 

1,2-ジフルオロエタン（HFC-152） 53 

1,1 -ジフルオロエタン（HFC-152a） 124 HFC類

フルオロエタン（HFC-161） 12 

1,1,1,2,3,3,3-ヘプタフルオロプロパン（HFC-227ea） 3,220 

1,1,1,2,2,3-ヘキサフルオロプロパン（HFC-236cb） 1,340 

1,1,1,2,3,3-ヘキサフルオロプロパン（HFC-236ea） 1,370 

1,1,1,3,3,3-ヘキサフルオロプロパン（HFC-236fa） 9,810 

1,1,2,2,3-ペンタフルオロプロパン（HFC-245ca） 693 

1,1,1,3,3-ペンタフルオロプロパン（HFC-245fa） 1,030 

1,1,1,3,3-ペンタフルオロブタン（HFC-365mfc） 794 

1,1,1,2,3,4,4,5,5,5-デカフルオロペンタン（HFC-43-10mee） 1,640 

パーフルオロメタン（PFC-14） 7,390 

パーフルオロエタン（PFC-116） 12,200 

パーフルオロプロパン（PFC-218） 8,830 

パーフルオロブタン（PFC-31-10） 8,860 

パーフルオロシクロブタン（PFC-c318） 10,300 PFC類

パーフルオロペンタン（PFC-41-12） 9,160 

パーフルオロヘキサン（PFC-51-14） 9,300 

パーフルオロデカリン（PFC-9-1-18） 7,500 

パーフルオロシクロプロパン 17,340 

六ふっ化硫黄（SF6） 22,800 
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第2章 事務事業による温室効果ガス排出量の算定

1 温室効果ガス排出量の算定

温室効果ガスの排出量は，ガイドラインの算定方法に基づいて，活動量，排出係数，地球温暖

化係数を用いて，以下の式により算定します。

温室効果ガス排出量＝活動量×排出係数

二酸化炭素換算排出量＝温室効果ガス量×地球温暖化係数

本計画の計画期間中に排出係数および地球温暖化係数が更新された場合は，最新の係数を用い

て算定する「実排出量」と，基準係数等を用いて算定する「比較排出量」をあわせて算定するこ

ととします。

温室効果ガスの排出量算定に用いる活動量の区分と，それぞれの取扱については以下のとおり

です。

（１） 二酸化炭素（CO2）

（２）メタン（CH4）

16 

活動量の区分 取 扱

燃料の使用 関係部署から提出された燃料使用量のデータをもとにして算定します。

他人から供給された電気の使用 関係部署から提出された電力使用量のデータをもとにして算定します。

他人から供給された熱の使用 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

一般廃棄物の焼却 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

産業廃棄物の焼却 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

その他 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

活動量の区分 取 扱

ボイラーにおける燃料の消費
木質燃料を使用するボイラーが対象となりますが， 宇検村の事務事業とし

て該当するものがないため算定しません。

非常用発電機からの排出が想定されますが，数分間の点検程度の短時間の

ガス機関・ガソリン機関における 運転であるため算定しません。

燃料の消費 草刈機等のガソリン機関の使用は，定置式ではなく対象外であるため算定

しません。

コンロ，小型湯沸器，ストーブの使用による灯油，LPガスの燃料消費から

のメタン排出が該当します。

家庭用機器における燃料の消費 灯油については， ボイラーは対象外ですが，便宜上，ストーブでの使用と

みなして算定します。

LPガスについては，コンロ・湯沸器等での使用とみなして算定します。
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第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

（３） 一酸化二窒素(N2O）

第
五
章
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自動車走行 公用車の使用記録をもとにして， その走行距離により算定します。

船舶の航行 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

家畜の飼養，水田の耕作，牛の放牧 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

農業廃棄物の焼却 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

埋立処分した廃棄物の分解 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

下水またはし尿の処理 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

村内の一般家庭等の浄化槽は対象外です。

基準年度の排出量算定の時点において，役場等施設に設置されている浄化

浄化槽によるし尿･雑排水の処理 槽の情報の入手が困難であったため基準排出量に加算していません。その

ため今回の計画においては算定しません。ここでは農業集落排水処理施設

の処理人口をもとにして算定します。

一般廃棄物の焼却 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

産業廃棄物の焼却 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

そのほか 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

活動量の区分 取 扱

ボイラーにおける燃料の消費
木質燃料およびB・C重油を使用するボイラーが対象となりますが，宇検村

の事務事業として該当するものがないため算定しません。

ディーゼル機関における燃料の消費
非常用発電機からの排出が想定されますが，数分間の点検運転程度の短時

間の運転であるので算定しません。

非常用発電機からの排出が想定されますが，数分間の点検運転程度の短時

ガス機関・ガソリン機関における 間の運転であるので算定しません。

燃料の消費 草刈機等のガソリン機関の使用からの排出は，定置式ではなく算定対象外

であるため算定しません。

家庭用機器における燃料の消費

コンロ，小型湯沸器，ストーブの使用による灯油，LPガスの燃料使用から

のメタン排出が該当します。

灯油については，ボイラーは対象外ですが，便宜上，ストーブでの使用と

みなして算定します。

LPガスについては，コンロ・湯沸器等での使用とみなして算定します。

自動車走行 公用車の使用記録をもとに，その走行距離により算定します。

船舶の航行 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

麻酔剤の使用 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

家畜の糞尿処理 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

耕地で使用した化学肥料，その他
宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

の肥料

牛の放牧 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。
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（４） ハイ ドロフルオロカーボン類 （HFC）

（５） パーフルオロカーボン類 （PFC）

18 

農業廃棄物の焼却 宇検村の業務事業として該当するものがないため算定しません。

下水またはし尿の処理 宇検村の業務事業として該当するものがないため算定しません。

浄化槽によるし尿･雑排水の処理

村内の一般家庭等の浄化槽は対象外です。

基準年度の排出量算定の時点において，役場等施設に設置されている浄化

槽の情報の入手が困難であったため基準排出量に加算していません。その

ため今回の計画においては算定しません。ここでは農業集落排水処理施設

の処理人口をもとにして算定します。

一般廃棄物の焼却 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

産業廃棄物の焼却 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

そのほか 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

活動量の区分 取 扱

自動車用エアコンディ ショナーの 基準年度の排出量の算定時点において公用車に関する資料が得られず，基

使用および廃棄 準排出量に加算していないため，本計画では算定対象としません。

噴霧器･消火剤の廃棄 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

そのほか 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

活動量の区分 取 扱

そのほか 宇検村の事務事業として該当するものがないため算定しません。

活動量の区分 取 扱

SF6が封入された電気機械・器具の 基準年度の排出量算定の時点において，これらの情報を得られなかったた

使用・点検・廃棄 め基準排出量に加算していません。そのため本計画では算定しません。

（６） 六ふつ化硫黄（SF6）
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2 温室効果ガスの排出状況

本村関連施設からの温室効果ガスの排出状況は以下のようになっています。
第
一
章

（1） 宇検村役場関連施設からの排出

＜排出量の経年推移＞

宇検村役場では前計画において，「2013（平成25）年度実績を基準として，2022（令和

4）年度には温室効果ガス総排出量を21％削減する」という目標を掲げ，取り組んできました。

本村のこれまでの温室効果ガス総排出量の推移は次のグラフのとおりです。

前計画の目標年度である2022（令和4）年度実績はまだ集計できておりませんが，2021

（令和3）年度の温室効果ガス排出量を基準年度である2013（平成25）年度と比較すると，

17.4 t-CO2減少の削減率2.11％にとどまり，目標達成できていない状況です。

第
二
章

第
三
章

宇検村役場の関連機関からの温室効果ガスの排出量の経年推移

第
四
章

第
五
章
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[ t-CO2 ]

[ 年度 ]

種 別

2013
(H25)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(R元)

2020
(R2)

2021
(R3)

排出量（t-CO2）

電 気 684.8 747.9 672.4 665.9 674.8 686.7

重 油 80.2 65.3 61.4 56.9 45.1 33.6

公
用
車

ガソリン 32.6 43.6 38.1 39.4 47.5 47.9

軽 油 4.2 5.9 2.9 4.5 4.7 8.3

走行距離 2.2 2.8 2.2 2.3 2.6 2.7

し尿・雑排水 19.4 28.4 27.7 27.1 27.1 26.8

総排出量 823.4 893.9 804.7 796.1 801.8 806.0

エネルギー種別の温室効果ガス総排出量の推移
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＜排出量の種類別の構成割合＞

第
一
章

第
二
章

第
三
章

温室効果ガス総排出量をエネルギー種別にみると，直近の2021（令和3）年度においては，

電気の使用による排出が全体の85％を占めており，残り15％が重油，軽油，ガソリンなどの

燃料の使用及びし尿・雑排水の処理による排出となっています。

このことから，本村の事務事業における温室効果ガス総排出量の排出要因の大部分が電気の

使用によるものだということがわかります。

第
四
章

（2）宇検村役場関連施設からの排出状況の評価

温暖化対策の取組として，公用自転車の整備やクールビズ・ウォームビズの推進，職員への

周知活動などを行った。また，新型コロナウィルスの影響により公共施設等の利用減少に伴い，

電気の使用による温室効果ガス排出量の一時的な削減もみられた。

しかし，公共施設の省エネルギー対策の推進など大規模な取組を実施することができず，温

室効果ガス排出量の大幅な削減は達成できていない状況です。

第
五
章

2021（令和3）年度
エネルギー種別の構成割合
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職員へ配布した温暖化対策への取組に関するチラシ公用自転車４台を整備
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第3章 基準年度および温室効果ガスの排出量削減目標

1 基準年度および基準排出量

国の地球温暖化対策計画においては，基準年度を2013年度（平成25年度）におき，中期目

標として2030年度に基準年比で46％減を設定しています。本計画は国の地球温暖化対策計画

を推進する立場から，基準年度を国にそろえて2013年度（平成25年度）とします。

基準年度（2013年度（平成25年度））における各活動量と基準係数等により算定した温室

効果ガスの総排出量を基準排出量とし，今後の削減活動のモニタリングにおける対比の際の基準

とします。

国の地球温暖化対策計画においては，エネルギー起源の二酸化炭素排出量とそれ以外の温室効

果ガス排出量は，それぞれ削減目標が異なりますが，本計画においてはエネルギー起源の二酸化

炭素排出量とそれ以外の温室効果ガス排出量の二酸化炭素換算量をあわせて基準排出量としてモ

ニタリングしていきます。

2 将来水準と温室効果ガスの排出量削減目標

（1） 将来水準

奄美大島人口ビジョン（2020年策定）において，2030年度には2013年度（平成25年

度）比で約20％程度の人口減少を想定しています。

これに伴い行政サービスの縮小が想定される一方で，一層の振興策の展開や村民の高齢化等

に対応したよりきめ細かいサービスが必要とされる側面も想定されます。これらを勘案し，本

計画においては，2030年度までの行政サービスで基本的に消費するエネルギーの水準は，現

状のレベルで推移するものと設定します。

（2）目標年度

本計画においては，国の地球温暖化対策計画の目標年度との整合を図り，2030年度を目標

年度と定めます。

（3）削減目標

村役場が率先して地球温暖化対策に取り組み，国の削減目標達成に貢献するとともに，事業

者・村民の模範となるよう努力するため，比較排出量において『2030年度までに2013年度

（平成25年度）比46％削減』を目標とします。

22 
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（4） 削減目標の設定の考え方

最終目標年度の2030年度において，基準排出量823.4t-CO2から46％

削減目標（年間排出量444.6t-CO2）を達成するためには，378.8t-CO2

の削減が必要です。そのためには毎年約45t-CO2（約6％）の削減を続け

ていく必要があります。

この割合で行くと本計画の最終年度2027年度末においては約243.6t-

CO2削減して，579.8t-CO2を目指すこととなります。

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章
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削減目標達成に向けた年間温室効果ガス排出量

[ t-CO2 ]

[ 年度 ]
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第4章 取組項目および取組目標

本計画では，環境保全の取組を体系化し，より一層効果的なものとするため，全ての職員がそ

の職務を進めるに際して取り組むべき事項を5つの取組分野，19の取組項目で示します。取組項

目別に取組目標を設定し，これについては，毎年評価基準により取組状況を点検し，その結果を

公開していきます。

取組分野１ ： 環境に配慮した製品を利用します

（1） 低公害車・低燃費車の導入

（2） 再生紙の使用推進

（3） グリーン購入の推進

（4） 環境に配慮したイベント開催の推進

取組分野２ ： 省資源・省エネルギーを推進します

（1） 上水使用量の削減

（2） 電気使用量の削減

（3） 用紙類使用量の削減

（4） 燃料使用量の削減

取組分野３ ： 環境汚染を防止し緑化等を推進します

（1） 緑のカーテンの設置や緑化等の推進

（2） 汚染物質等の排出抑制等

（3） 廃棄物の減量化・リサイクルの推進

取組分野４ ： 建築 ・ 改修， 機器更新等における環境配慮を進めます

（1） 省資源に配慮した建築・改修の推進

（2） 省エネルギーに配慮した建築・改修の推進

（3） 適切な機器の運用

（4） 再生可能エネルギーの導入推進

取組分野５：職員等の環境保全意識の向上のための取組や総合的な

省エネルギーにつながる取組を進めます

（1） 環境保全意識の向上

（2） 職員の自主的取組の推進

（3） 関係者との連携の推進

（4） 総合的な省エネルギーにつながる取組の推進

26
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取組分野１ ： 環境に配慮した製品を利用します

（1） 低公害車・低燃費車の導入

第
一
章

自動車による燃料の燃焼に伴い発生する二酸化炭素やメタン等の排出を削減するため，公用

車の更新時における低公害車の導入に努めます。

＜目 標＞

○新規導入・更新車両は原則として低公害車・低燃費車とします。

第
二
章

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 車の更新時における廃棄車両の適正な廃棄（特にカーエアコン）を徹底します。

第
三
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

② 車両価格等を勘案しながら，ハイブリット自動車等の低公害車・低燃費車導入に努める

ほか，車両用途に応じ，排気量の小さな車への更新等を進めます。

第
四
章

評価基準

期間内の新規導入車両・更新車両に占める低公害車，低燃費車，軽自動車の割合が

100％であるか

①～②が実施されているか

第
五
章

●低公害車

クリーンエネルギー自動車および低燃費かつ低排出ガス車のことです。

●クリーンエネルギー自動車

大気汚染等の要因となる自動車排気ガス中の二酸化炭素，窒素酸化物等を極力少なくした車のこ

とであり，電気，天然ガス，メタノール，ハイブリッド車等があります。

●低燃費かつ低排出ガス車

省エネ法に基づいて定められている燃料消費効率の基準よりも走行距離の長い，即ち，燃料消費

が少ない自動車であり，かつ，「自動車の排出ガス低減性能の評価等に関する規程」第３条第１項に

基づき定めた「低排出ガス車認定実施要領」に基づく低排出ガス認定を受けている自動車のことです。
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（2）再生紙の使用推進

木材パルプの使用量の削減，外国からの木材の輸入を抑制するため，再生紙の使用推進に努

めます。

＜目 標＞

○用紙は，総合評価値80以上，白色度70未満の製品を使用します。

○ トイレットペーパーは，古紙配合率100％の製品を使用します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 用紙類は，古紙配合率が高く，適度な白色度の目安となる規格を示しながら，再生紙

の使用を推進します。

② 印刷物の作成に当たっては，写真集等特殊なものを除き，原則として，再生紙を使用

し，古紙配合率（再生紙使用マーク）およびエコマークを明記します。

③ トイレットペーパーは，古紙配合率100％の製品を使用します。

④ 本村への納入業者等にも再生紙利用を呼びかけます。

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

評価基準

①～④が実践されているか

●古紙配合率

その再生紙の原料パルプに占める古紙パルプの割合のことで，数字が高いほど古紙の使用量が多

くなります。

●白色度

パルプ又は紙の白さの程度を表す指標であり，数字が高いほど白くなります。木材チップや古紙

をパルプ化する工程では，白色度を上げるために多量の漂白剤等を使っていることから，白色度の

低い製品を選ぶことは，薬品の使用削減，排水処理の簡素化，古紙の利用促進など環境負荷の低減

につながります。一般的な文庫本の白色度は，67～68％，新聞紙の白色度は60％以下となってい

ます。

●再生紙使用マーク

再生紙の利用を促進するため，3R活動推進フォーラム（全国都道府県・事

業者団体等からなるごみ減量化の推進団体）が定めたマーク（古紙配合率を明

記）のことです。
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（3） グリーン購入の推進

物品の購入に当たっては，環境に配慮した製品等を優先的に購入します。
第
一
章

＜目 標＞

○事務用品は，環境に配慮した製品を購入します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 購入に当たっては，原則として「エコマーク」や「グリーンマーク」のついている製品

を購入します。

② その他の必要な物品で，「エコマーク」や「グリーンマーク」のついていないものについ

ては，環境省等が提供するグリーン購入法適合商品のデータベース等を参考に購入します。

③ OA機器や冷蔵庫，テレビ，蛍光灯等の電気製品については，「国際エネルギースター

ロゴ」や「省エネ性マーク（緑色）」のついている省エネルギー型の機器を導入します。

第
二
章

第
三
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

第
四
章

評価基準

①～③が実践されているか

●グリーン購入

環境に与える負荷ができるだけ少ない商品やサービスを優先的に購入することです。この運動を

普及させるため，平成8年2月に企業，行政，住民団体で構成する全国的な組織であるグリーン購

入ネットワーク（GPN）が設置され，グリーン購入のための商品ガイドラインや環境データブック

等を作成し，グリーン購入を普及しています。

第
五
章

●エコマーク

環境省の外郭団体である （公財） 日本環境協会が認定する「環境保全に役立つ

商品」，「環境の汚染が少ない商品」，「環境が改善される商品」に付けられるマーク

で，平成元年２月にスタートしました。「みどりをまもる」，「水をきれいに」などそ

の製品がどのように効果があるかがマークの下段に表示されます。

（例）古紙100%トイレットペーパー，廃木材再生品，廃プラスチック再生品，

水切り袋，再生パルプ使用電気掃除機用フィルター，低ベンゼンガソリン等

●グリーンマーク

経済産業省の外郭団体である （公財） 古紙再生促進センターが認定する古紙再生

製品に付けられるマークで，昭和56年５月にスタートしました。このマークは，古紙

再生製品の利用を通して，古紙リサイクルの意識の向上と緑化の推進を図るため，古紙

を再生利用したトイレットペーパーやノートなどの紙製品に表示され，このマークの収

集に応じて学校などに苗木を贈り，社会環境の緑化を推進しています。

（例）トイレットペーパー，ノート，事務用品，学習用教材等
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●国際エネルギースターロゴ

日米両政府の合意のもとに実施されている国際エネルギースタープログラム

制度の中で定められた省エネルギー基準をクリアした製品に表示されるロゴのことです。

（例）パソコン，コピー機，プリンター等

●省エネ性マーク（緑色）

日本工業規格（JIS）の省エネルギーラベリング制度により， 国の省エネルギー

基準を100％以上達成している製品に表示されるマークのことです。

（例）エアコン，テレビ，電気冷蔵庫，電気冷凍庫，蛍光灯器具，電気便座，

ストーブ，ガス調理機器，ガス温水機器，石油温水機器等

（4） 環境に配慮したイベント開催の推進

地球温暖化対策の推進や廃棄物の減量化・分別の徹底等について，村民への普及啓発を図る

ため，村が主催するイベントの開催にあたっては，環境への負荷の低減に努めます。

＜目 標＞

○イベントの開催にあたっては，環境に配慮して実施します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 紙皿など使い捨て資材の利用を極力少なくするなど，発生する廃棄物の減量化を推進

します。

② 講演会会場等使用施設の空調温度設定の適正化を図り，消費される資源・ エネルギー

を抑制します。

③ 参加者へ省エネに有効な乗り合いバス等の積極的な利用を促します。

④ 排気ガスや騒音，ゴミの散乱の防止など会場周辺環境に配慮します。

⑤ エコステーション（分別ゴミ箱）設置，マイバッグ持参など環境配慮意識の向上に努

めます。

⑥ 協賛・運営団体への協力の依頼と，ごみの分別指導を行います。

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

⑦ 国や県などが実施している温室効果ガスの売買制度を利用 して，二酸化炭素の削減

量・吸収量を購入して実質的に二酸化炭素排出量を削減するカーボン・オフセットの

採用に努めます。

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

評価基準

①～⑦が実践されているか
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取組分野２ ： 省資源・省エネルギーを推進します

（1） 上水使用量の削減

第
一
章

水道水は，貴重な水資源を利用し，水道水が利用できるようにするために多くのエネルギー

を消費していることから，水資源を保全するとともにエネルギーの消費抑制のため，上水使用

量の削減を推進します。
第
二
章

＜目 標＞

○2030年度における上水使用量を基準年である2013年度（平成25年度）比で20％以上削減

します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 洗面，手洗い，食器洗い等における水の流し放しを止めるなど，日常的に節水に努めます。

② 植栽や花壇等への散水用，公用車の洗車に雨水や空調ドレンの積極的な利用を推進するた

め，雨水貯蔵タンクの設置について検討します。

③ 使用量を前月又は前年度同月と比較するなどにより，漏水等の早期発見に努め，速やかに

対策を講じます。掲示板等に水道使用量を載せることにより，職員間で情報を共有します。

第
三
章

第
四
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第
五
章

④ 節水コマ・ トイレ用擬音装置などの節水対策を講じます。

⑤ 洗濯機など水を使用する設備・機器等の更新時は，節水型の機種を購入します。

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

評価基準

①～⑤が実践されているか
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（2）電気使用量の削減

電力は，発電時において多くの化石燃料を使用し，多量の二酸化炭素を排出していることか

ら， 電気使用量の削減を推進します。

＜目 標＞

○2030年度における電気使用量を，基準年である2013年度（平成25年度）比で4５％以上

削減します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

【空調の管理】

① 冷房は28℃を目安に運転します。これを効果的に進めるため，クールビズの取り組みと，

扇風機等の併用を推奨します。この際はポスター等の掲示を行い，職員に周知するとともに，

来庁者への理解と協力を求めます。

② 各室机上などに温度計を設置し，事務局が配布する記録簿に毎週水曜日の温度データ

を記録します。月に１回事務局が確認し，記録状況を点検します。
③ 電算室の空調についても，機器に支障の無い範囲で高めの温度設定での運用に努めます。

④ 冷房中の窓やドアは，換気時を除き開放したまま放置しないこととします。 また，ブ

ラインド・カーテン等を有効に活用し，冷房の効率化を図ります。あわせて温度の不

均衡をなくすため，扇風機や空気を攪拌させるサーキュレーターの使用を推奨します。

⑤ 暖房は原則利用しないこととします。施設の必要上，利用する場合は20℃を目安に運

転し，ウォームビズや空気を攪拌させる扇風機等の併用を推奨します。

【消灯の励行】

⑥ 昼休み時間および閉庁時間の屋内照明は原則として点灯しません。（庁舎については，

窓口部分を除き12時に一斉消灯します。）

⑦ 夜間残業時の照明は，必要な範囲のみ点灯するとともに，超過勤務の縮減と定時退庁

日の取組を一層徹底します。また，冷暖房の効率化や光害の防止のため，日没後はブ

ラインド等を閉めます。

⑧ 会議室，湯沸室，更衣室，トイレや廊下，階段等は，使用の都度こまめに消灯します。

⑨ 業務に支障のない範囲で，照明点灯箇所を削減するとともに照明時間を縮減します。

⑩ 屋外照明等は，安全の確保に支障のない範囲で消灯します。

【電気製品の管理】

⑪ 省エネタップ・手元スイッチの活用を進め，待機電力の削減を一層進めます。

⑫ テレビ， ビデオなどは， 主電源で操作し，待機電力を削減します。退庁時においては，

主電源オフの確認を徹底します。

⑬ コピー機やファックス機については，各所属における必要台数を精査し，台数を削減

します｡

⑭ 事務事業の運用上必要な場合で保温ポットを新たに購入する場合は，電気を使用しない製

品とします。コーヒーメーカーについては，設置を控えます。既存の電気式保温ポットは低

めの温度設定とし，必要に応じて再沸騰を利用します。
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【パソコンの管理】

⑮ 長時間の離席時にはパソコンの電源を切ります。10分以上使用しないときに自動的

にスリープもしくは画面を電源OFFにする設定にします。

⑯ 日常の使用時は画面照度を低めに設定します。

⑰ 新たに購入するときは，業務で必要とされるスペックを満した省エネ型のパソコンの

導入を進めます。

【その他１】

⑱ 庁舎内の自動販売機の設置状況を精査し，台数の削減を検討するとともに，省エネル

ギータイプの機種への変更を設置業者に依頼します。

⑲ 学校での省エネ活動を進めるための「フィフティ・フィフティ活動」（対前年比で省エ

ネができた場合に，経費削減額の半分を学校で自由に使える予算とする処置）など，

効果的に省エネ活動が進むような仕組み作りの導入を検討します。

第
一
章

第
二
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

【その他２】

⑳ 施設改修時には照明機器などに人感センサーの付加を進めます。

㉑ 電力の使用量がわかるメーターを設置するなどして取組の見える化を進めます。

㉒ ポンプやコンプレッサー等で使用するモーターを更新する際は，省エネ型の製品を優

先して導入することとします。

第
三
章

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

第
四
章

【省エネ機器の導入】

㉓ 「省エネルギー機器導入等に関する環境配慮指針」に沿った機器整備を進め，省エネル

ギー型のOA機器， 照明器具等の設備，電化製品等の導入に努めます。

㉔ 機器の整備・更新にあたっては，長期的な視点を持って費用負担が小さくなるよう，

省エネルギー効果の大きい機器を選択する視点をもって実施します。

㉕ 規模の大きな改修・新設においては，電力のピークを抑制し基本料金を大幅に低減させる

デマンドコントロールやビルエネルギーマネジメントシステム（GEMS)設備の導入を検討

します。

第
五
章

評価基準

①～㉕が実践されているか

電気量が基準年比 45％以上削減できているか

学校における効果的な省エネ推進のための取組事例

FoE Japanは，平成16年度から「公立学校における省エネと光熱水費節減分還元プログラム」を自治体と

協同で実施しています。

出展：FoE Japanウェブページ 気候変動・エネルギー＞省エネ・自然エネルギー＞公立学校の省エネプロジェクト「フィフティ・フィフ.ティ」
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これは，もともとドイツで始まった「フィフティ・フィフティ」と呼ばれ

るプログラムで，公立学校において，児童・生徒や教職員が協力して省エネ

活動を行い，節減できた光熱水費を全て自治体の財政に戻すのではなく，半

分はその学校に還元するしくみです。省エネ教育を行いながら，自治体 の

経費を削減し，地球温暖化防止にも貢献する，まさに「一石三鳥」のプログ

ラムです。

ドイツでは，これまで全国の2,000校以上で実施されており，環境教育と

しても大きな役割を担っています。還元されたお金を太陽電池パネルの設置

や屋上緑化等，さらなる省エネのために投資する学校もあります。もしドイ

ツ国内全ての学校がこの省エネプログラムに参加すると約100万トンもの

CO2が削減できると見込まれています。

前
年
度
光
熱
水
費

今
年
度
光
熱
水
費

学
校
ヘ自

治
体
ヘ
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（3） 用紙類使用量の削減

二酸化炭素の吸収源となる国内外の森林資源の保全や廃棄物減量の観点から，用紙類使用量

の削減に努めます。

＜目 標＞

○2030年度における用紙類使用量を，基準年である2013年度（平成25年度）比で10％以上

削減します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

【資料等の簡素化】

① 会議資料等はより一層の簡素化を図り，必要最小限の作成部数とします。

② 印刷物・報告書等の簡素化や配布先・作成部数の縮減を図ります。

③ 一般文書の簡素化を図ります。

【コピー用紙の削減】

④ 両面コピーを徹底します。

⑤ コピー機の更新に当たっては，両面コピーおよび集約コピーやオンデマンド印刷のできる

機種を導入します。

⑥ ミスコピーを防止するため，複写機の使用後は必ずオールクリアボタンを押します。

⑦ パソコン作成文書等は，不要な用紙が排出されないように必ず画面上で印刷状態を確認し

てから印刷します。

⑧ 資料の共有化を図り，回覧や掲示板等を活用します。

⑨ 電子メール，電子掲示板等を積極的に活用し，ペーパーレス化を進めます。

⑩ 打合せ資料等は，可能な限りペーパーレス化し，配付資料は両面コピー・裏紙コピーとし

ます。その際，必要に応じて，集約コピーに努めます。

【用紙の再利用】

⑪ 裏面を使用していないコピー用紙等は，コピー機の用紙トレイに専用トレイを設けるなど

して未使用面の利用を推進します。

⑫ 使用済み用紙の裏面をメモ用紙等に活用します。

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

評価基準

①～⑫が実践されているか

34 



宇検村地球温暖化防止活動実行計画【事務事業編】

（4）燃料使用量の削減

石油やガス等の燃料の燃焼に伴い排出される二酸化炭素や窒素酸化物等は，地球温暖化や大

気汚染の原因となることから，燃料使用量の削減に努めます。

第
一
章

＜目 標＞

○2030年度における公用車の燃料使用量を，基準年である2013年度（平成25年度）比で

40％以上削減します。

第
二
章

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 車両の効率的な使用に努め，乗合を積極的に行います。

② タイヤの空気圧をはじめとする定期的な車両整備を励行

し，車両の適正な維持管理を行います。

③ 近距離の業務については，徒歩や自転車などで対応する

ことにより公用車の使用の削減に努めます。

④ 公用車運転日誌に燃費の記録欄を設け，給油時に燃費

を計算できる様にして，職員間で情報共有してエコドラ

イブを意識化できるようにします。

第
三
章

第
四
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

⑤ エコドライブの講習会実施，車両へのスローガンの貼付を行い， エコドライブの普及

を図ります。

⑥ 業務で使用できる自転車の整備を検討します。

第
五
章

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

⑦ 車両の更新時には，原則として低公害車・低燃費車・軽自動車を選択します。

評価基準

①～⑦が実践されているか

燃料削減量が基準年比40％以上か
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第4章 取組項目および取組目標

取組分野３ ： 環境汚染を防止し緑化等を推進します

（1）緑のカーテンの設置や緑化等の推進

二酸化炭素の吸収源ともなる緑化を推進します。

＜目 標＞

○ 地域の緑化を積極的に推進します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善

（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 緑のカーテンを継続的に育てるほか，屋上緑化なども

行いながらエアコンの効率向上を推進します。これらが

継続的に育てられるようにするために緑のカーテンコン

テスト・表彰などの仕組みを立ち上げることについて検

討するとともに，地域の特性にあった，緑のカーテンに

ふさわしい植物の選択について研究を行います。

② 庁舎周辺の緑地等については，適切な管理に努めます。

③ 緑地や植栽等の管理にあたっては，農薬や化学肥料の

使用量を削減します。

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

④ 新たな施設整備にあたっては，周辺環境や生物多様性に配慮した緑化を推進します。

⑤ 公共事業においても，可能な限り植栽に努めます。特に裸地を発生させないような工

法を取り入れ，緑化の増進と土砂の流出防止に努めます。

⑥ 県内の森林整備等を支援する，かごしまエコファンドの購入などにより県内の森林整

備などに貢献します。

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

⑦ 村有林の適正管理を進め，二酸化炭素の吸収量の増大を図ります。

評価基準

①～⑦が実践されているか
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（2）汚染物質等の排出抑制等

環境汚染や地球温暖化対策の推進，オゾン層の保護等を図るため，施設 ・ 設備等の適切な管

理に努めます。

第
一
章

＜目 標＞

○ 汚染物質や温室効果ガスの排出抑制に積極的に努めます。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 排水処理施設やボイラー等の適切な点検管理を行い，排出基準等の遵守に努めます。

第
二
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

② フロン類を使用したカーエアコン，冷蔵庫，ルームエアコンやハロンを使用した消火

設備・機器，六ふつ化硫黄を使用しているトランスなどは正しく取り扱い，廃棄する

場合には，適正に処分します。

第
三
章

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）
第
四
章

評価基準

①，②が実践されているか 第
五
章
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第4章 取組項目および取組目標

（3） 廃棄物の減量化・ リサイクルの推進

廃棄物総量 （資源ごみを含む）を抑制します。分別を徹底し焼却ごみの減量を図り，資源

として有効活用できるものは徹底してリサイクルを推進します。

＜目 標＞

○2030年度における廃棄物総量（資源ごみを含む）を基準年である2013年度（平成25年度）

比で10％以上削減します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 用紙類の使用量の一層の削減に努めます。

② 日常の勤務においても，マイバッグ・マイ箸の使用を推進します。

③ 過剰包装された製品の購入を極力避けます。

④ ビン，缶，紙類の資源ごみについても発生の抑制に努めます。

⑤ 使用済用紙は裏面利用するなど再利用を促進します。

⑥ 調理施設においては，献立内容や調理の工夫で残飯や生ゴミの減量に努めます。

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

評価基準

①～⑥が実践されているか
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取組分野４ ：建築・ 改修， 機器更新等における環境配慮を進めます

（1） 省資源に配慮した建築・ 改修の推進

第
一
章

公共建築物の建築・改修に当たっては，合板型枠材料等の削減や反復利用の可能な代替型枠

の活用，省エネ・省資源に配慮した資材の利用や運用方法,また節水に有効な器具の導入を図り

ます。
第
二
章

＜目 標＞

○省資源に配慮した建築・改修に努めます。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 建築物等の発注にあたっては，支障の無い限り，合板型枠材料等の削減および反復利

用の可能な代替型枠の利用など，森林保全，資源につながる資材等を利用していきます。

② 発注者として建築廃棄物の再資源化，適正処理を推進します。

第
三
章

第
四
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

③ 節水型衛生器具，感知式の洗浄弁，自動水栓，節水コマなど節水に有効な器具の導入

に努めます。

④ 雨水や排水の有効利用を図ります。

⑤ 再生材や木材，エコ資材など環境配慮型資材等の優先調達に努めます。

第
五
章

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

評価基準

①～⑤が実践されているか

39



第4章 取組項目および取組目標

（2） 省エネルギーに配慮した建築 ・ 改修の推進

公共建築物の建築・改修に当たっては，自然採光などの活用，太陽光発電や太陽熱利用等の

設備や省エネルギー機器導入等に関する環境配慮指針に沿った機器整備・更新を行い，省エネ

ルギー型機種の導入，断熱性の向上を図ります。併せてエネルギーの見える化の推進などに努

めます。

＜目 標＞

○省エネルギーに配慮した建築・改修に努めます。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

① 省エネ設備・再生可能エネルギー設備設置にあっては，電力量計を見えるところに設
置したり，これらの設備の解説パネルなどを設置することで，環境学習用の教材として

の利用につなげます。

② 断熱性能の向上に寄与する屋上，ベランダなどの緑化，窓などへの断熱フィルムの貼

付に努めます。

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

③ 建築物における自然採光や自然換気，通気などの活用を図ります。

④ 太陽光発電や太陽熱利用等の設備の導入に努めます。特に，多くの村民の利用が見込

まれる施設については，設備導入を推進します。

⑤ 電気・機械設備は，省エネルギー型の機種を導入します。

⑥ 照明設備にLEDを活用するなど省エネルギー型の機種の導入に努めます。また，人感

センサーの付加を検討し推進します。

⑦ ボイラーについては太陽熱・ヒートポンプ併用もしくは置き代え更新を検討するほか，

大きな熱量が必要な施設については，LNGなどの二酸化炭素の排出量がより少ない燃量を

使用する機種の選択やエコノマイザーなど高効率化を行う設備の導入に努めます。給油が

必要な施設での大規模改修や新設においては，バイオマスボイラー燃料電池やマイクロタ

ービン発電の導入も検討します。

⑧ 包括的な省エネルギーサービスを提供するESCO（Energy Service Company）の活用

について積極的に検討し，必要に応じ導入します。

⑨ 変電設備の更新にあたっては，省エネ型トランスを選択します。

評価基準

①～⑨が実践されているか
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（3）適切な機器の運用

機器の適正な管理や運用を行うことで，環境への負荷が過大にならないように配慮します。

第
一
章

＜目 標＞

○適切な機器の管理・運用に努めます。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 機器の運用に必要な点検や保守については，規定どおり定期的に実施して機器の機能

が低下することがないように運用していきます。

第
二
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第
三
章

② 適正な機能を維持する上で必要となる機器・部品の交換は，予防的な視点で実施するよう

に努めます。

③ 受変電設備については，電気の使用実態の評価を行って，適正な進相コンデンサーの設置

を行います。

第
四
章

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

④ 環境負荷を低減させるような機器機能の向上のための改修等については， 機器メーカ
ーや保守事業者などからの日常的な情報収集を行い，必要に応じて実施できるように準

備します。
第
五
章

評価基準

①～④が実践されているか
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（4）再生可能エネルギーの導入推進

本庁舎や各出先機関における太陽光発電，風力発電，太陽熱，バイオマスエネルギー等再生

可能エネルギーの導入に努めます。

＜目 標＞

○太陽光発電，風力発電などの導入に努めます。

○ 太陽熱利用，バイオマスエネルギーなど発電以外の再生可能エネルギーについても導入に努

めます。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 既存の太陽光発電設備等の適切な維持管理を行います。

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

② 本庁舎や各出先機関における太陽光発電の導入の検討を進めます。

③ 太陽熱利用などの太陽光発電以外の新エネルギーについても，村有施設等への導入に

努めます。特に多くの村民の利用が見込まれる施設については，被災時対応の視点を

含め，設備導入を推進します。

評価基準

①～③が実践されているか
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取組分野５：職員等の環境保全意識の向上のための取組や総合的な

省エネルギーにつながる取組を進めます 第
一
章

（1） 環境保全意識の向上

環境保全に関する取組の実践，また，研修や情報の提供を通じて，職員一人ひとりの自主的

な環境保全に対する取組を職場や家庭を問わず推進します。
第
二
章

＜目 標＞

○ 職員の環境保全意識を向上させます。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 毎週金曜日を「環境保全率先実行の日（エコオフィスデー）」「定時退庁の日（ノー残業

デー）」「お昼のお弁当を楽しむ日」とし，庁内放送等により，節電やごみの減量，定時

退庁，昼食時に帰宅せず職員みんなで昼食を楽しむことなどを呼びかけます。

② 毎年2月の「省エネルギー月間」，6月の「環境月間」および12月の「地球温暖化防止

月間」を「環境保全率先実行（エコオフィス）強化月間」とし，職員の意識の更なる向

上に努めます。

③ 職員の環境保全意識の向上につながる職場内研修を定期的に開催するとともに，必要

に応じて外部研修の充実を図ります。

④ 庁内LAN・庁内放送等により温暖化対策に関する情報を提供します。

⑤ 温暖化対策や環境保全に関する職員提案を実施します。

⑥ マイ・バッグ持参や環境家計簿の活用，地域の環境保全活動等への自主的取組を推

進します。

第
三
章

第
四
章

第
五
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

評価基準

①～⑥が実践されているか
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（2）職員の自主的取組の推進

職員が率先して取り組める事項を推進していきます。

＜目 標＞

○ 職員が率先して環境保全活動に参画します。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 通勤にあたっては，徒歩や自転車を利用するエコ通勤に努めます。

② 環境保全活動等に積極的に参加するとともに，各家庭においても率先実行に努めます。

③ 職員としての身だしなみを保ちながら，クールビズ，ウォームビズに取り組みます。

④ 地域清掃活動や環境ボランティア活動に積極的に参加するとともに，各家庭においても，

省資源・省エネルギー，ごみの減量化・リサイクルなどに努めます。

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

評価基準

①～④が実践されているか
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（3） 関係者との連携の推進

役場と関連する事業者，団体等との連携のもとに取り組める事項を推進していきます。
第
一
章

＜目 標＞

○ 関係する事業者等へ協力依頼を行います。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

① 公共施設の利用者および，公共施設等の管理委託者等・指定管理者，業務委託先等に

も省エネについての啓発および協力を呼びかけます。

② 管理委託者・指定管理者，業務委託先等との契約時や契約更新時に契約条項への省エ

ネ努力や環境配慮の取組事項を盛り込むことについて，検討します。

③ 関係施設に設置している飲料等の自動販売機の管理会社に，省エネ型機への更新等の

依頼や昼間 ・ 休日の消灯など省エネ設定により管理するように要請します。

第
二
章

第
三
章

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

第
四
章

評価基準

①～③が実践されているか
第
五
章
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（4）総合的な省エネルギーにつながる取組の推進

総合的な省エネルギーにつながる取組を推進していきます。

＜目 標＞

○ 総合的な省エネルギーの取組を進めます。

《目標達成のための取組》

第1段階：管理強化，運用改善（予算化がほとんど不要で，すぐに取り組める事項）

第2段階：設備改善，設備付加（小規模投資による改善事項）

第3段階：高効率設備導入（計画的な予算措置で大きな効果が見込める事項）

① 環境への取組について外部評価をうける国際規格であるISO14000や環境省が実施する

エコアクション21などの環境マネジメントシステムの導入について検討を進めます。

評価基準

①が実践されているか

46 



宇検村地球温暖化防止活動実行計画【事務事業編】

施設・設備の運用および整備・更新における省エネルギー機器等の導入等に
関する環境配慮指針

第
一
章

村が実施する施設・設備の運用および整備・更新，新規建築や更新・改修工事，そのほか村発

注工事，委託事業等の実施にあたっては，以下の環境配慮指針にそって実施します。 第
二
章

１ ：省資源に配慮した取組を推進する

① 熱帯雨林の木材を使用した合板型枠材料等の削減および反復利用の可能な代替型枠の

利用を検討し，その活用に努めます。

② 泡沫混入式など節水型衛生器具，感知式の洗浄弁，自動水栓，節水コマなど節水に有

効な器具の導入に努めます。

③ 雨水貯留設備や排水の多段階利用などにより水資源の有効利用を図ります。

第
三
章

２ ： 省エネルギーに配慮した取組を推進する

① 建築物における自然採光や自然換気，通気などの活用を図ります。

② 太陽光発電や太陽熱利用等の設備の導入に努めます。特に，多くの村民の利用が見込

まれる施設については，積極的に設備導入を推進します。

③ 電気・機械設備は，設置年度の古いものや，低効率・大型・長時間運転など更新によ

る温室効果ガス削減効果が大きいものを優先的に更新対象機器としていきます。

その際は長期的視点に立つて経費的に有利となるように原則としてトップランナー機器

やL2-Tech 機種等の高効率の省エネルギー型の機種を選定します。

④ 照明設備は原則としてLEDを活用することとします。LED機器の導入が難しい場合でも，

基本的に省エネルギー型の機種の導入を進めます。人感センサー，昼光利用制御，明る

さ感知自動点灯などの各種センサーや制御装置の活用も推進します。

⑤ 空調設備については，インバーター制御方式の機器を基本として，COP/APF値の高い

高効率の機器を選定します。人感センサー付きの機器や室外機への遮熱日よけ設置，

全熱交換式換気設備，サーキュレーター・扇風機の導入/併用などをあわせて検討します。

⑥ 断熱性能の向上に寄与する屋上，ベランダなどの緑化，窓への遮熱フィルム等の導入に

努めます。

⑦ 湯沸器については，潜熱回収型機器などの導入を進めます。

⑧ 燃料電池やマイクロタービン式自家発電設備の導入などの検討を行います。

第
四
章

第
五
章
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⑨ 各種配水ポンプ，空調用ポンプ，水道施設，コンプレッサー，ファンなど，モーターを

使用する設備については，モーター直結，永久磁石型，プレミアム高効率など高効率

モーターを選択するようにします。特に運転時間の長いモーター，出力の大きなモー

ターを優先的に更新していきます。

⑩ ボイラーの新設や更新の際は高効率の機器，LNGなど効率の良い燃料を利用する機

器，バイオマス燃料を使用する機器などを採用するとともに，給気予熱装置（エコノ

マイザー）など効率の改善に寄与する付加装置の導入にも配慮することとします 旧型

の物・低効率の物・大型の物・長時間運転する物などを優先的に更新していきます。

⑪ 集中制御方式やデマンドコントロール，庁舎等のエネルギー使用を適正に管理するビ

ルエネルギー管理システム（BEMS）の導入を検討します。

⑫ 変圧器については，最適容量の物を選択し，トップランナー機器等の超高効率型な

どの採用を進めます。あわせて適切なコンデンサーを設置します。

⑬ 包括的な省エネルギーサービスを提供するESCO（Energy Service Company）の活

用について検討し，必要に応じ導入します。

３ ：環境配慮型資材・機器等の優先調達等に配慮した取組を推進する

① 環境配慮型資材等の優先調達に努めます。

② 建設廃棄物の再資源化を推進します。

③ ボイラー等，ばい煙発生施設の設置にあたっては，灯油，LPガス，LNG等の環境への

負荷のより少ない燃料を使用する機種の導入に努めます。

④ 環境配慮の結果が実感できる取組を推進します。
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第5章 計画の推進

1 計画の推進体制

本計画は宇検村の行政事務・事業から排出される温室効果ガスの削減計画であることから，職

員の自主性による取組に加え，組織的な推進体制や目標達成管理が求められます。そのため，以

下の推進体制を構築して総括的なPDCAサイクルを回しながら計画の着実な推進と進行管理を行

います。

（1） 地球温暖化防止実行計画推進委員会

村長を委員長，温暖化防止活動推進責任者（各課長）を

持つて組織します。毎年7月の定例課長会議にあわせて地

球温暖化防止実行計画推進委員会（以下，「委員会」とい

う）を開催し，本計画の推進のために必要な年次の施策・

予算などについて検討します。

＜地球温暖化防止実行計画推進委員会の役割：

総括のPDCAにおけるPlan，Act＞

・計画の進捗管理

・計画の策定・見直し

・計画の推進に必要な施策・予算の検討

（2）地球温暖化防止実行計画推進委員会委員長

委員長は村の事務・事業における地球温暖化対策の総指揮を執ります。

（3）温暖化防止活動推進責任者

委員会のメンバーとして，委員会において，本計画の目標達成に責任を持ち，計画の見直し，

必要な施策・予算の検討を通して本計画を推進します。
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Check
（点検・評価）

Do
（実施・実行）

Act
（処置・改善）
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（4） 温暖化防止活動推進員

各所属長は各課及び事務局の職員を「温暖化防止活動推進員」として選任し，毎年４月に温

暖化防止活動推進事務局に報告します。各部署の日常的な温暖化対策の推進役としての役割を

担います。各部署の実情に応じた実務的なPDCAサイクルを活用して，施策を推進していきま

す。

第
一
章

＜環境管理推進員の役割：総括のPDCAにおけるDo＞

・部署における実行計画の推進・指導・実施

・ 推進のための部署別課題の取組計画の策定と実施（実務的PDCA

におけるPlan，Do）

・ 部署の実行計画の進捗状況，エネルギーの使用状況のとりまとめ，

部署の取組計画の進捗状況の評価（実務的PDCAにおけるCheck），

新たな取組計画の推進施策の考案（実務的PDCAにおけるAct）を

5月に実行計画推進事務局に提出

・実行計画推進事務局と連携して本計画の総合的な推進

第
二
章

第
三
章

（5） 温暖化防止活動推進員会

第
四
章

毎年6月に温暖化防止活動推進員会を開催し，本計画の進捗状況の確認と必要な推進施策の

検討を行います。

温暖化防止活動推進員会における検討結果は，7月の定例課長会議において開催する委員会

に報告します。

第
五
章

＜温暖化防止活動推進員会の役割：総括のPDCAにおけるCheck＞

・ 温室効果ガス排出状況・削減状況の確認

・ 目標および取組目標の達成状況の確認

・ 追加的に実施する必要がある推進施策の検討・提案

・ 各部署間の取組計画の進捗についての情報交換
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（6）実行計画推進事務局

本計画を推進する実行計画推進事務局を住民税務課におきます。本計画全体の推進状況を把

握し，総合的な進行管理を行います。

＜実行計画推進事務局の役割＞

・ 温室効果ガス排出量および取組目標の進捗状況のとりまとめ

・ 温暖化防止活動推進員会の開催

・ 委員会への報告

・ 委員会の承認を受けた内容を村内外に公開

計画推進体制
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実行計画推進事務局
住民税務課

関係者
（委託先・連携団体など）

委員長：村長
温暖化防止活動推進責任者：各課長

温暖化防止活動推進員

（各課・各機関・出先機関）

全職員

温暖化防止実行計画推進委員会

温暖化防止活動推進員会
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2 実施状況の点検・公表

・ 本計画の取組を推進するため，「実行計画推進事務局」は「温暖化防止活動推進員」をとお

して，毎年度5月に前年度の各部局の取組の進捗状況，エネルギー等の使用状況をとりまと

めます。

第
一
章

・ とりまとめた内容は6月に実施する「温暖化防止活動推進員会」で確認のうえ，進捗状況や

推進方策提案事項を7月の定例課長会議に合わせて開催する「地球温暖化防止実行計画推進委

員会」に提出します。

第
二
章

・ 「地球温暖化防止実行計画推進委員会」で確認後，8月の村広報誌，ホームページ等におい

て，温室効果ガス排出量・取組状況等の目標達成状況等の計画の進捗状況を公表します。

年間スケジュール

第
三
章

第
四
章

第
五
章

3  計画の見直し

計画の最終目標年度を2030年度とし，本実行計画では計画年度を2023年度（令和５年度）

から2027年度までの5年間とします。その間，社会情勢の変化，技術の進歩，点検・評価の結

果，上位計画の更新等にあわせて，必要に応じて内容の見直しを行いながら計画を進めていくこ

ととします。

53 

事務内容 責任者 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

温暖化防止活動推進員を選任し事

務局に報告
各部署長

前年度のエネルギー使用量など

集計
温暖化防止
活動推進員

計画の進捗状況・エネルギー使用

量を事務局に報告
温暖化防止
活動推進員

前年度データのとりまとめ 事務局

温暖化防止活動推進員会で計画の

進捗確認
温暖化防止
活動推進員

担当者会議での結果とりまとめ 事務局

温暖化防止活動推進員会で対応策

検討
事務局

温暖化防止活動推進員会で新たな

計画・予算検討
事務局

各部署での取組 全職員

■計画策定(Plan) ■実施(Do) ■進捗確認(Check) ■評価・見直し(Act) ■そのほかの事務作業
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